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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、３日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 昨日に引

き続き、市政に対する一般質問を行います。

３番加澤明議員の登壇を願います。

○３番（加澤 明君） おはようございま

す。

みさわ未来の加澤明です。通告に従いまし

て一般質問させていただきます。

まず最初に、市立三沢病院問題について。

地域の中核医療を担う三沢市立三沢病院

は、安心・安全な質の高い医療を提供するた

めに日々努力をしていると思います。

そのような中で、全国的に大型病院などで

は、病院内における医療の安全確保、質の向

上や業務の円滑化を図るために医療安全管理

室を設置して、医療事故の対応、事故防止対

策や医療の安全に関する教育や研修、また、

院内全体の安全対策を講じているが、その中

の一つに、近年、特に、医師、看護師、職員

らに暴言を吐いたり、威圧的な態度をとる患

者に対応する院内保安指導員を導入する病院

がふえてきています。

この院内保安指導員とは、導入事例のある

病院などでは、指導員の役割、適格要件など

として、院内の秩序維持、患者、家族、職員

などの安全確保、不当要求、悪質クレーマー

等への対応を、関係部署及び関係機関との連

携を図り行う。また、院内保安指導員は、職

員への保安に関する教育研修、指導等ができ

る知識や技能を有する者とするとしていま

す。

県内においても、むつ総合病院、県立中央

病院、青森市立病院など複数の導入事例があ

りますが、各病院でも乱暴な行為をする人が

いると、通常業務に差し支えが出たり、周り

の患者さんにも迷惑がかかっていたそうで

す。

市立三沢病院でも、院内の問題事例とし

て、総合受付や会計窓口で料金や紹介状の説

明をしていたところ、大声で、責任者を出せ

とどなられたり、また、物などを投げつけら

れたり、外来受付ではカウンターをたたいた

り、「おい、こら」との暴言を受けたことな

どの事例だけでも、少なくても１週間に複数

回あるとのことです。

このことから、市立三沢病院も必要性を感

じ、導入事例の現場視察も行ったと聞きま

す。

特に、市立三沢病院は、来年度から地方公

営業法の一部適用から全部適用に移行するた

めに計画を進めていますが、メリットもあれ

ばデメリットもあり、いつどのような問題が

発生するかもわかりません。

このようなことからも、市立三沢病院でも

院内の秩序維持、患者家族、職員などの安

心・安全の確保、円滑な業務運営の観点から

も、院内保安指導員を導入すべきと考える

が、当市の考えを伺います。

続いて、２点目、新エネルギー問題につい

て。

２０１１年３月１１日、あの未曾有の被害

をもたらした東日本大震災から１年半がたと

うとしています。復旧・復興したもの、道半

ばのもの、まだ手つかずのもの、被災者がも

との生活に戻れるようになるまでには、まだ

まだ長い時間がかかります。

また、そのような中で、大きな問題も残

し、人々に考えさせることとなりました。そ

れが福島原発事故によるエネルギー問題で

す。

三沢市では、東日本大震災前の昨年２月

に、三沢市地域エネルギービジョンの報告書

が策定されましたが、震災による福島原発事

故等で、自然エネルギーに対する市民の考え

方は変わってきています。将来の自然エネル

ギーを含めた、国の原発比率ゼロの意見が高

まってきています。すなわち、原発ゼロ社会
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を目指すということです。

このようなエネルギー問題が注視される中

で、三沢市でも本年度、本市新エネルギー導

入推進に必要な調査・検討を行うとして、三

沢市新エネルギー推進協議会を設置され、自

然エネルギー導入推進に向けた検討がスター

トしましたが、その上で、行政の考え方を２

点に絞ってお伺いします。

まず一つ目は、本来、新エネルギーは、将

来的に化石燃料の枯渇、二酸化炭素・ＣＯ２

による地球温暖化、自然破壊、このような問

題に対応するために、代替エネルギーとして

自然エネルギーを導入、普及させることが基

本の目的でしたが、東日本大震災後、原発事

故等によって、三沢市地域新エネルギービ

ジョンに対する行政の定義及び策定の目的の

考え方は変わってきていると思うのですが、

被災地である三沢市として、どのように変化

してきているのか、お伺いします。

二つ目、本年度、三沢市地域新エネルギー

ビジョンをもとに、三沢市新エネルギー推進

協議会が設置されましたが、エネルギービ

ジョンの推進体制の構築の中には、推進協議

会に対して、協働・連携の行政の役割とし

て、普及啓発、情報提供、行政自体の率先垂

範とあるが、行政が将来に向けて、以上のこ

とに具体的にどのようにかかかわり、考え、

進めていくのかを、その役割をお伺いしま

す。

以上、私の質問を終わります。答弁をよろ

しくお願い申し上げます。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの３番加澤

明議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの加澤議員さん御質問の新エネル

ギー問題のうち、東日本大震災後の三沢市地

域新エネルギービジョンの定義及び策定目的

の考え方に対する変化については私から、そ

の他につきましては副市長及び病院事務局長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と思います。

東日本大震災当時、東北地方では、大部分

の地域で停電が発生し、防災拠点と言われる

各種公共施設においても、電力の確保対策が

大きな課題として浮き彫りになったところで

あります。

市役所や消防施設あるいは病院、上下水道

施設など、自家発電設備を準備していた施設

においても、その発電量は必要最小限程度で

あり、施設を安定的に維持し、さらに、防災

拠点としての効果を発揮するためには、電力

に対する防災体制の改善が必要な部分もあっ

たと認識をいたしております。

また、避難所として指定されている学校に

おいても、自家発電設備がなく、町内会の

方々が発電機を持ち寄り、地域の皆様の協力

によって、避難所としての機能を維持した施

設もありました。

御質問のビジョンに対する考え方の変化に

ついてでありますが、震災前におきまして

は、ＣＯ２の削減、環境対策という観点が、

新エネルギー導入推進の大きなウエートを占

めておりましたが、震災後においては、防災

対策という観点が非常に大きくなり、また、

電力不足が叫ばれる中にあって、さらに新エ

ネルギーの導入促進への期待が高まったと認

識いたしております。

策定されました新エネルギービジョンの中

には、防災に関する取り組みとして、公共施

設への設備導入の施策が盛り込まれておりま

すことから、プロジェクトの内容自体は大き

な変更はありませんが、現在では、不測の事

態を想定し、防災拠点施設や避難所への非常

用電源確保については、ビジョン策定時の計

画よりさらに早期の導入が必要だと考えてい

るところであります。

また、その他につきましては、ビジョン策

定時にはなかった再生可能エネルギーの固定

価格買い取り制度がスタートし、７月には買

い取り価格が公表されましたが、新エネル

ギーの普及あるいは拡大を目的として、太陽
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光、風力、水力その他の新エネルギーに対し

て、非常に高い買い取り価格が設定されたと

ころであります。

この有利な買い取り価格につきましては、

期限がございますから、事業を効果的に推進

するために、今後、三沢市新エネルギー推進

協議会において、各プロジェクトの優先順位

を明確化するとともに、緊急を要するプロ

ジェクトについては、掲げられたスケジュー

ルよりも１年でも早く実現させ、市内企業や

多くの市民に利益が出るような事業の推進を

図ってまいりたい、このように考えておりま

す。

以上が、現時点での当市における新エネ

ギー導入に対する考え方であります。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 新エネルギー問題

についての第２点目、三沢市新エネルギー推

進協議会に対して、協働・連携する上での行

政の役割を具体的にどのように考えているの

かについてお答えをいたします。

この三沢市新エネルギー推進協議会は、三

沢市地域新エネルギービジョンの策定に向け

て、その中で定めた三沢市における新エネル

ギー導入に向けた重点プロジェクトの実現に

向け、先月、組織されたものであります。

この推進協議会には、学識経験者、地場産

業関係者、住民代表者、エネルギー供給関係

者、新エネルギー関係団体、行政関係者のほ

か、オブザーバーとして国や県、また、アド

バイザーとして国立大学法人弘前大学、北日

本新エネルギー研究所にも御参加をいただい

ております。

この推進協議会は、ビジョンの中に定めら

れた重点プロジェクトについて、さらに具体

的な導入プランを検討するもので、あらゆる

分野からお越しいただいた皆様から、それぞ

れの視点で各種新エネルギー導入プランにつ

いての問題等の点検、指摘をいただくこと

で、三沢市における最善のプランを見出そう

するものであります。

御質問の行政は推進協議会とどのように協

働・連携していくのかという点に関しまして

は、市民、事業者、教育研究機関、行政がそ

れぞれの役割を持つ中で、この推進協議会が

中心となり、協働・連携し、各プロジェクト

を推進することとなっておりますが、行政の

主な役割といたしましては、新エネルギーに

関する情報発信、防災拠点施設への設置、個

人住宅等への助成制度の創設、環境教育の推

進、普及啓発活動などがございます。

各プロジェクトを推進する上で、行政の役

割は非常にウエートが大きくなっております

ことから、市といたしましては、推進協議会

で検討された導入プランについて、国、県等

からの補助金などを効果的に活用しつつ、導

入実現に向けて強力に進めていきたいと考え

ております。

なお、前回の定例会において、市議会にお

かれましても新エネルギー導入促進特別委員

会が設置されましたことから、この推進協議

会での協議内容を特別委員会に報告しつつ、

また、特別委員会からのさまざまな御意見を

いただきまして、市議会とも連携を図ること

により、さらに一層推進加速してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 市立病院事務局長。

○三沢病院事務局長（大澤裕彦君） 市立三

沢病院問題についてお答えいたします。

病院内において暴言を吐いたり、職員に対

し威圧的な態度をとるといった迷惑行為は

時々発生しており、その対応に苦慮している

現状でございます。

そのため、当院では、患者さんが安心して

医療が受けられるよう、迷惑行為撲滅運動に

取り組んでおります。

例えば、院内にポスターを掲示しているほ

か、病院の正面玄関及び救急夜間出入り口の

２カ所に警察官立寄所の看板を設置し、三沢

警察署に対して定期的な巡回をお願いしてお

ります。

さらに、昨年度は、青森県警察本部の協力
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のもと、女性のための安全講習会を開催した

ほか、院内保安対策員導入の先進事例の視察

を実施したところでございます。

現在、当院では、院内保安対策員の導入つ

いて、その費用対効果の検証を進めているほ

か、具体的にどのような人材がふさわしい

か、研究を行っております。

今後は、患者さんが安心して医療が受けら

れる環境づくりの一助となるよう、引き続き

関係機関と協議を行うなど、院内保安対策員

の早期導入に向け、取り組んでまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ３番。

○３番（加澤 明君） まず、再質問させて

いただきます。

市長のほうから、エネルギービジョンに対

して、震災後、大きく変化して、これから天

災とか原発事故による電力不足に陥ること

が、今現状である中で、大変自然エネルギー

に関するとらえ方、観点が変わってきたとい

うことをよく理解いたしました。

そこで、質問いたします。

副市長のほうから、行政の役割として、普

及啓発、情報提供、行政自体の率先垂範とい

う形で私は質問しましたが、具体的に答えて

ほしかったのですが、今の答弁ですと、普及

啓発に力を入れなければいけない、情報提供

も大事だとか、そういう大ざっぱな回答だっ

たのですが、その辺をもう少し具体的にお考

えを明示できるのであれは、もう一度お伺い

します。

それと、病院問題の院内保安対策員、私は

保安指導員という形で質問しましたが、これ

は、私は実際に現場でそういう場面に直面し

たことがあるのです。そして、来ている患者

さん、家族の方も、やはりああいう声を聞く

と、不安で、この辺で言うびびっちゃうみた

いな感じで、非常に怖がっておりました。

そして、その問題を発生する人も患者であ

り、家族であると思うのです。それなりの理

由があると思います。やはり第三者が中に

入って、両方のかすがいになって意見を聞い

てあげて、仲介して事をおさめると。

そして、その結果を、逆に今度は院内の運

営の中で、こういう事例があって、こういう

事例のときにそれをやった方はこういう気持

ちだったのですと、ですから病院は今度はこ

ういう形にしていきましょうと。そういう研

修、勉強の用途になると思うのです。

しかも、特殊な業務なので、これは恐らく

ほかのほうの事例を挙げますと、警察のＯＢ

の方が大体なられているということなのです

けれども、その辺の部分は、病院としてはど

う考え、今後普及させていくのか、もう一度

詳しくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） ただいまの加

澤議員さんの再質問についてお答えいたしま

す。

行政の具体的な役割等についてということ

でしたけれども、この新エネルギー推進協議

会、今立ち上げたばかりで、この前の最初の

会議では、現状のエネルギー政策とか、そう

いうことについて御説明申し上げました。

その中で、現在、今回の議会のほうにも予

算計上いたしておりますけれども、グリーン

ニューディール基金という国のほうの環境関

係の基金ですけれども、それを活用いたしま

して、今年度、消防本部のほうに設計いたし

まして、そういう再生エネルギーの導入につ

いての工事等を２５年度以降整備していく予

定ということで、まず、防災対応ということ

では、グリーンニューディール基金に対応し

て進めていくと。

そのほかのさまざま避難所とか、あるいは

メガソーラーの関係とか、それにつきまして

は、また推進協議会の中で、どういうメリッ

ト、デメリット、あるいはまた、補助制度等

がどういうものがあるのかどうか。あと、売

電できる事業もありますし、売電できない事

業もあります。そういうのを踏まえながら協

議会で検討していって、行政と一緒に進めて
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いきたいというふうに考えてございます。

○議長（舩見亮悦君） 病院事務局長。

○三沢病院事務局長（大澤裕彦君） 再質問

にお答えいたします。

先ほど、今後は関係機関と協議を行うなど

と申しましたけれども、警察官ＯＢも含め、

警備会社と、どのような形で導入できるの

か、いずれにしても、できるだけ早目に対策

をとって、導入したいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ３番。

○３番（加澤 明君） エネルギー問題に対

して再々質問いたします。

今、答弁ありましたが、いろいろな補助

金、これから出てくるはずです。やはりそう

いう情報というのは、行政が一番最初に知り

得るものです。

ですから、やはり行政がそういうものを率

先して、このビジョンにもうたっていますけ

れども、災害時の避難場所としていろいろな

公共施設が挙げられています。そこに、例え

ばそういう補助金を利用して、順次優先して

入れていくとか。

それと、啓発なのですけれども、今、市民

の方には、新築リフォーム補助金というもの

が出ているのですが、先日、お伺いしたとこ

ろ、それも太陽光発電に活用できるというお

話がありました。

しかし、マックテレビでも紹介されている

のですが、太陽光発電という言葉が全く出て

きていない。やはりそういう使えるものがあ

るのに宣伝をしない。そうすると、やはり市

民に対して普及啓発をしているつもりでも、

なかなか浸透しないし、利用しないと思うの

です。

そういうものにも使えるということが認識

できれば、やはり市民の方も、これでやって

みようかと。それが本当の普及啓発だと思う

のですが、その辺のところはどう考えている

のか、もう一度答弁をお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） ただいまの

再々質問についてお答えいたします。

確かに当市のほうでも、いろいろな推進協

議会の中では、横断的な組織で、行政関係も

さまざまな各部の部長等が組織の中に入って

ございます。

その中で、普及啓発につきましては、まだ

制度がスタートしたところもございますけれ

ども、いろいろな面を含めまして、市民ある

いはまた、そういう業者の方々等に普及啓発

について、これからケーブルテレビ等、ある

いはホームページ等をつないで、皆さんに普

及啓発を行ってまいりたいと考えてございま

す。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、３番加澤明

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番野坂篤司議員の登壇を願います。

○９番（野坂篤司君） 今回、登壇する予定

でしたが、ぎっくり腰のために登壇できる状

態でございませんので、自席での一般質問の

許可をお願いしたいのですが。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの９番野坂

篤司議員の申し出に対し、着座の上、自席で

発言することを許可いたします。

○９番（野坂篤司君） 大変ありがとうござ

いました。

４日の朝、朝野球で頑張り過ぎたために

ぎっくり腰を起こしました。今後は、年を考

えながら頑張りたいと思います。

それでは、みさわ未来の野坂篤司が、通告

に従いまして一般質問をさせていただきま

す。

第５回全国首長部門マニフェスト大賞優秀

賞を受賞された宇部市の市長久保田后子氏と

の個人面談を、みさわ未来の行政視察が７月

２５日に予定されており、マニフェストを中

心とした市民にわかりやすい市政を進めてい

る宇部市長との懇談を楽しみにして、いろい

ろな資料を調べていた次の日、７月２４日、

突然のニュースが入ってきました。三沢市教

育委員会は、２３日、当市教育委員会に勤務
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する男性職員が１０年以上無免許運転してい

たとして、同日付で懲戒免職したと新聞報道

されました記事であります。

その報道された事件から想像すると、大き

な事故や問題につながるという意識を踏ま

え、はじめに、三沢市の職員採用問題につい

て質問をさせていただきます。

この職員は、技能主事として昭和６３年に

採用されており、ことしの３月まで市内の学

校で技能主事として勤務していたところ、４

月から、教育長の交通事故もあり、教育長専

属の運転手を主なる仕事としていたと聞いて

おります。つまり、２３年以上、学校の技能

主事、いわゆる学校用務員をしていたという

ことであります。

三沢市立小学校及び中学校の管理運営に関

する規則、職員、第１９条の５「学校に必要

に応じ技能主事を置く。」となっています。

ということは、考え方ですが、必要がなけれ

ば置かなくてもいいということになり、臨時

職員でもよいことになります。

学校における教職員は青森県で採用します

が、技能主事や臨時職員は三沢市で採用して

います。

そこで、私が思いますには、技能主事は三

沢市の正職員です。超難関とされる三沢市職

員採用試験を受けて、採用された優秀な正職

員は、本庁で勤務させて、学校における技能

主事は、人生経験豊かな定年退職された方を

臨時職員として採用するべきだと私は思いま

す。

私が知っている航空自衛隊退職者の方々

は、５４歳で定年退職され、現在も三沢市に

在住し、現職のときからＰＴＡ活動、部活動

のコーチなど、積極的に学校にかかわってい

る人がたくさんいます。その方々は、定年退

職されると、三沢市に仕事がないため、故郷

に帰ったり、航空機関係の仕事がある愛知県

や関東方面に引っ越しを余儀なくされている

と聞いております。

現在、市内の小中学校には、技能主事１５

名、臨時職員が３名勤務されているそうです

が、自衛隊退職者の就職先が１８名のうち何

名かでも確保されるとすれば、自衛隊退職者

のみならず、ほかの会社などを退職した方々

にも大きな励みになると思います。

そこで、質問ですが、三沢市小中学校にお

ける、いわゆる学校用務員の職種を臨時職員

として、三沢市内定年退職者を採用すること

についてどのように考えているか、伺いま

す。

次に、公園管理問題について伺います。

三沢市内の公園が、夏休み期間中、バーベ

キュー会場となり、多くの利用者が楽しんで

います。それはそれで、家族や友人の久しぶ

りの再会で楽しまれることは大変よいことで

ありますが、中には、花火や、夜遅くまで音

楽をかけたりする騒音で、周りの住民に大変

迷惑になっているということもあります。

私は、東町生活安全対策会議の会員で、月

１回の町内巡回指導に参加しております。８

月１４日に、木崎野公園のあずまやにある木

製のテーブルが黒焦げになっていました。想

像するには、木製テーブルの上でバーベ

キューを楽しんだ跡だと思います。何の後始

末もせず、そのままにしていたのです。

町内会の人が連絡し、１７日に緑化公社の

職員に来ていただき、テーブルにかんなをか

けてきれいにし、ペンキを塗り、その周りを

ペンキ塗り立てと書いた紙を張り、トラロー

プで囲み、養生していましたが、２１日の町

内巡回指導のときは、そのロープがライター

で火をつけて切られて、ずたずたに切られて

いました。さらに、公園のトイレからトイ

レットペーパーを持ってきて、火をつけて遊

んでいる形跡が４カ所ありました。

私が聞くところでは、三沢市内の公園にも

同じような事件があるようであります。この

ような事件は、最初の対処が重要だと思いま

す。いじめの問題も、竹島の問題も、尖閣の

問題も、最初の対処があいまいだったから事

件が大きくなったのだと思います。

その事件を解決する有効な手段として、監

視カメラの設置が必要不可欠であると認識す
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るものであります。

監視カメラに関して、平成２１年第１回定

例議会で、瀬崎議員が一般質問で取り上げた

経緯があります。そのときの市長答弁は、プ

ライバシー侵害や監視社会を危惧する意見も

あり、犯罪に関しては、第一に警察に対応し

ていただき、市は地域の見守りを呼びかけて

まいりたいと答弁しています。それから３年

半経過した今は、大きく時代が変化していま

す。

８月２７日の教育新聞には、問題行動への

対応として、全国的に小中学校が警察との間

で、生徒指導上の個人情報をお互いに伝え合

う仕組みを設ける自治体がふえていると書か

れています。つまり、犯罪者に対し、プライ

バシー優先の時代ではなくなってきていると

思われます。

公園などで問題を起こす人は、自分たちが

やっていることが犯罪であると認識していな

いことに問題があると思います。だからこ

そ、監視カメラで証拠を撮り、二度と事件を

起こさないように指導することのほうが、大

きな犯罪を未然に防止することになるのだと

思います。

そこで、質問ですが、三沢市の主要な公園

に監視カメラを設置すべきだと思いますが、

どのように考えているかを伺います。

次に、教育問題について２点質問させてい

ただきます。

第１点目として、三沢市立第三中学校とお

おぞら小学校の連携について伺います。

三沢市立第三中学校が、１０月２１日に旧

校舎での最後の文化祭を開催し、４２年の歴

史を刻んだ旧校舎から新しい校舎に移転し、

１１月６日から新校舎での授業がスタートさ

れる予定だと聞いております。

そして、２５年４月に、おおぞら小学校と

ともに、三沢市始まって以来はじめての小中

一貫教育が始まることになります。

私は、２１年第３回定例議会において、三

沢市の小中一貫教育について質問させていた

だいたことがあります。

当時の横岡教育長は、小中一貫教育の利点

として、「１点目として、小中学校の継ぎ目

のない教育の推進、２点目として、幅広い異

学年交流を通した思いやりの心の育成、３点

目として、９カ年という長い期間、学校にか

かわることによるＰＴＡの結束力」などを挙

げております。

また、この地域が次の三つの点で適してお

ります。

第１点として、おおぞら小学校の卒業生が

全員、第三中学校の生徒になること。２点目

として、９年間、１学年一クラスで２０名の

適正人数で推移すること。３点目として、地

域が学校を拠点としてさまざまな取り組みを

していることと答弁しております。

私は、この答弁に大いに納得したものであ

ります。このような理想的な学校が来春開校

されようとしておりますが、現実的には大変

厳しいものがあると思います。

私の経営的発想からすれば、小さければ小

さいほど、特徴のある個性的な考え方がなけ

れば、周りから評価されません。

小学校１年生から中学校３年生までの９年

間を通した教育に期待するものとして、例え

ばですが、小川原湖の自然科学研究や、クラ

ブ活動的には、少人数でやれる囲碁、将棋だ

とか、１年生のときから囲碁とか将棋をやれ

ば、絶対全国的にレベルが高くなる。スポー

ツ的には、小学校から、もっと前から卓球を

やれば、第２、第３の愛ちゃんが出る。文化

活動的には、少人数でも合唱を頑張ることに

よって、全国的なレベルに高めることができ

る。

つまり、全国的なレベルに高めることに

よって、その小中一貫教育の特性を出せるこ

とができるのではないか、そう思うわけであ

ります。

そこで、質問ですが、三沢市始まって以来

の小中一貫教育もしくは小中連携教育、この

たびの質問では、小中一貫教育というのは前

からあったのですが、今は小中連携だと言っ

ていますが、その辺がまだわかりません。
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だがしかし、小中連携教育の開校まであと

６カ月になりますが、どのような特徴を持っ

た学校運営を推進するのか、その考え方を伺

います。

次に、教育問題の２点目として、平成２４

年第１回定例議会で、中学校教育に人生計画

設計図を作成の教育を取り入れる考えはない

かと質問いたしましたが、吉田教育長の答弁

では、「学習指導要領には、特別定められて

いませんが、夢の仕事へ、はじめの一歩から

の人生計画設計図のようなお考えは、事前指

導・事後指導の効果的な実例」と考え、「こ

れからのゆめ実現推進事業につなげてまいり

たい」との答弁があり、再質問の授業に取り

入れるのか否かの質問に対して、授業で行い

ますと明快に答弁しております。私は大変感

動しました。

７月２２日に八戸で開催されたドリームプ

ランプレゼンテーションというのがあります

が、いわゆる夢を語る会でありますが、その

８名のプレゼンターの一人として、私も「元

気高齢者プロジェクト「ありがとう あふれ

る街づくり」」の発表をさせていただきまし

た。

その会場には、三沢市立第二中学校の校長

先生、教師、そして生徒、父兄の方々がたく

さん来場していました。聞くところによりま

すと、二中では、ドリームプランプレゼン

テーション、略してドリプラを授業に取り入

れていて、１２月に二中独自のドリームプラ

ンプレゼンテーション発表会を計画している

そうです。すばらしいことです。

ドリプラのよいところは、自分の夢を持つ

ところから本当の自分を探し出す作業を通

し、自分自身の内観を感じることができると

いうことであります。この夢は周りを幸せに

するのかな、この夢は自己中心でないのか

な、いろいろ考えることができるからであり

ます。

そこで、質問です。現在は、三沢市の中学

校教育に、人生計画設計図の授業をどのよう

に取り入れているのか伺います。

以上で、私の質問を終わります。御清聴あ

りがとうございました。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの９番野坂

篤司議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

さん御質問の公園の管理問題についてお答え

をいたします。

当市には、現在、大小６６カ所の公園や広

場がございます。その管理は、三沢市公園緑

化公社や指定管理者が実施しており、そのう

ち一部の公園につきましては、愛着を持って

いただく意味も含め、日常の軽微な管理を町

内会にお願いしているところもございます。

公園や広場のいたずら等は、年間数件発生

しておりまして、器物破損のような悪質な場

合は、警察へ被害届を提出し、被害のあった

公園につきましては、警察官による防犯パト

ロールの強化をしていただき、再発防止に努

めているところであります。

御質問の監視カメラの設置につきまして

は、お話もありましたが、犯罪等を未然に防

ぐ抑止効果があることは理解できますが、そ

れ以上に大切なことは、来園者のいわゆるプ

ライバシーの保護もあると考えているところ

であります。

特に、地元住民の利用者が多い公園に監視

カメラを設置することは、くつろいだ公園の

利用を阻害してしまう可能性もあると思いま

す。

以上のことから、悪質な行為等を防止する

ためには、粘り強く市民の方々に健全な公園

利用を訴えていくことが最善と考えておりま

す。

今後は、広報やマックテレビ、注意看板等

を設置するなど、今まで以上に公園利用者の

マナー向上に努め、市民の皆様が安心して、

そして楽しく公園を利用できるよう努力して

まいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。
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○教育長（吉田 健君） 御質問の教育問題

の第１点目、おおぞら小学校と第三中学校の

教育活動の特徴についてお答えします。

小中一貫教育は、中１ギャップなど、学校

間の接続の時期に生ずる弊害を極力軽減する

ために、滑らかな接続を目指して計画された

小学校と中学校の接続システムであります。

この接続システムは、一般的に大きく二つ

に分類されます。一つは、同じ敷地内にある

校舎で、小中がともに学ぶ併設型、もう一つ

は、別々の校舎でそれぞれが独立した教育を

行い、研修や授業の交流、合同の行事などで

協力し合う連携型です。

三沢市では、おおぞら小学校と第三中学校

の立地諸条件を勘案した結果、体育館、グラ

ウンドは併設型をとりながら、教育内容は連

携型をモデルにして、学校以外の地域の人材

や資源を活用する地域型の小中連携教育を実

施することとしております。

このような連携システムにより、朝自習や

清掃活動といった生活リズムを合わせること

で、小学校においては、進学先の中学校の様

子をよりよく知ることができます。また、中

学校進学後の戸惑いが少なくなり、いわゆる

中１ギャップが起こりにくくなると考えま

す。

さらに、小学校、中学校それぞれが独立し

ていることから、中学校に入学する際に、中

学校へのあこがれを持つことができ、気持ち

を新たにすることもできると考えます。

この地域に根差した連携を実現するため

に、地域型の小中連携教育をキーワードとし

て、小中学校の先生方、ＰＴＡの役員の方々

を会員とした地域型の小中学校連携教育推進

協議会を２年前に立ち上げて、実際の教育内

容を検討してきているところです。

ここでは、系統的に指導できるような縦の

連携と、指導を浸透させるための地域、家

庭、学校といった横の連携を深めて、バラン

スよく教育できる学校を目指して、議論を重

ねていただいております。

まず第１に、縦の連携の具体的な例として

は、合同で運動会を行う場合、中学生が小学

生のリーダーとして行動することで、中学生

のリーダーシップが育成されます。

また、毎週１回、中学校の生徒が放課後を

活用して、小学生に勉強を教えたりする機会

を持つことも計画していますが、そのことに

より、中学生としての役割と責任を自覚させ

ることが期待されます。

さらに、例えば中学校の英語教員が、その

専門性を生かして、小学校の英語活動科で小

学校教員と合同で授業を行うことにより、小

学校教員の授業力向上につながり、その結

果、小学生が中学校での学習について具体的

な目標を持つことも期待できます。

中学校においては、小学校の教材教具を復

習のために活用したり、必要に応じて、小学

校教員の援助を要請できたりするメリットが

あります。

次に、横の連携の具体例としては、小学校

の学習発表会や中学校の文化祭を同じ場所で

地域にも広く開放することのほか、地域の文

化、伝統芸能などの活動も、小中学生が地域

の方々から継続して定期的に深まりある指導

を受けることも可能となります。

このように、一人一人の子供の成長を９年

間という期間を通して、教師と地域住民がと

もに見守り、情報を共有しながら指導できる

という観点から、系統的・融合的な教育活動

計画を作成し、小中学校で取り組むこととし

ています。

このような教育活動を教育委員会としても

支援しながら、特色ある学校づくりを進めて

いきたいと考えております。

次に、教育問題の２点目、中学校において

人生計画設計図や、ゆめ実現教育を、授業で

どのように取り入れているかについてお答え

します。

今日的な状況として、勤労や職業に対する

理解の不足や安易な考えなど、若者の勤労

観、職業観の未熟さが指摘されております。

それだけに、望ましい勤労観、職業観をは

ぐくむことは、進路指導、さらには、キャリ
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ア教育にとって重要な課題となっています。

このような課題を踏まえて、自己と社会と

のかかわりを考える中学生の時期をとらえ、

生徒がさまざまな社会的役割や職業生活につ

いて理解するとともに、人は何のために働く

のか、なぜ働かなければならないのかを考え

ることは、この発達段階においてとても大切

なことであると考えます。

そこで、各中学校においては、生徒が将

来、職業人、社会人として自立し、生きがい

のある人生を築こうとする意欲、態度を持つ

ことができるよう、特に特別活動の時間にこ

れらの内容を取り上げ、年間指導計画に基づ

いて授業が行われております。

具体的には、市内全中学校で、１年生の１

学期のうちに、将来の夢に関しては、夢を実

現させるために必要なものは何かを考える授

業が行われております。

また、１年もしくは２年生の３学期には、

自分の生き方を考え、一生を具体的に考える

ことにより、課題を明らかにしたり、人生が

中学校時代の生活と深くかかわっていること

に気づかせたりするための将来設計を考える

授業が行われております。

なお、来る１０月２３日、三沢市公会堂等

にて、地域社会における地域の教育力として

各分野で活躍する代表者をボランティア講師

に招き、仕事に学び、人に学ぶ、ゆめ実現推

進事業が行われます。

この事業は、小中学校を隔年で実施しなが

ら、市内の全小中学生がいずれかの学年で必

ず参加できるようにするとともに、前年度の

反省をもとに検証しながら、年々工夫を取り

入れて開催され、今年度で３年目を迎えま

す。

今年度は小学校６年生を対象にし、事業実

施後の感想文とあわせて、今後も継続して自

分の生き方を見詰めていけるよう、将来設計

に関する表、私の将来設計図を配付し、「３

０歳のなりたい自分を考えてみましょう」や

「なりたい自分になるために、いつ何をする

のかについて考えてみましょう」といった自

己を想定する作業として、中学校以後におけ

る将来設計能力育成の橋渡しとして役立てる

予定となっております。

以上の取り組みにより、子供一人一人の人

生観を広げ、個人が生涯にわたり生き抜く過

程における役割及び働くことの価値をはぐく

む教育に推進してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 職員採用問題に

ついてお答えいたします。

三沢市立小学校及び中学校の管理運営に関

する規則第１９条の５に規定する技能主事と

は、学校の環境整備等を行う、いわゆる学校

用務員のことであり、現在は、各学校に正職

員の学校用務員を１名ずつ配置しておりま

す。

また、規模の大きな岡三沢小学校、木崎野

小学校、上久保小学校、第一中学校、堀口中

学校については、正職員のほか非常勤職員の

作業員を１名ずつ配置しているところでござ

います。

非常勤職員の採用に当たっては、市当局に

おいて毎年採用試験を実施していることか

ら、例年１１月ごろ、市当局に対し、翌年度

の臨時的任用職員等配置依頼書を提出してお

り、採用試験の結果をもとに、教育委員会に

おいて任用し、配置しております。

将来的な学校用務員の配置については、児

童・生徒数及び学校の業務内容の変化等を含

め、管理運営体制を勘案し、市当局と協議し

ながら検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ９番。

○９番（野坂篤司君） 再質問させていただ

きます。

質問順に行きたいと思いますが、職員採用

の問題について再質問させていただきます。

私の考え方ですが、技能主事、いわゆる学

校用務員の採用は、学校が必要に応じてと書
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いておりますが、いわゆる臨時職員は、採用

試験をするわけですね。ということは、総務

部で採用するのですよね。任命権者は市長に

なるのだと私は思うのですが、いわゆる学校

用務員の採用というのは、教育委員会で採用

しているですか。

順序立てからいくと、学校で必要ですよと

教育委員会に言って、教育委員会から市のほ

うに連絡をして、臨時職員何名欲しいですと

かと言ってなるのでしょうか。つまり、任命

権者はだれになるのでしょうか。

なぜかというと、そういうことがはっきり

していないと、だれが人数をふやすのか、減

らすのかというのを決めているのか分からな

いものですから。この辺のことは総務部なの

でしょうか。その辺がちょっとわからないの

で、教育委員会の方が答弁したので、あれっ

と私は今思ったのです。

いわゆる正職員は、学校の先生方は県です

けれども、正職員は市役所ですね。臨時職員

も市役所ですよね。ですから、今後の採用に

対して、市は、今後、定年退職者の方を採用

したほうがいいですよと私が今提案しました

よね。

なぜかというと、自衛隊の退職者の雇用協

議会を立ち上げた一人なのですが、二十五、

六年前につくったあたりは、毎年６０名の退

職者に大体３０名から４０名、三沢市内に就

職したのですよ。昨年の例を見ると、４３人

の定年退職者の中で、三沢市内に就職する人

が１５名ぐらいしかいない。これはますます

減っていくという形になっているのです。

ですから、そういったことを市のほうで採

用するのかなと思ったので、今後、市の考え

方。

今、２点あるのですよ。どういうふうにし

て、４名の臨時職員を採用しているレールが

あるのか、また逆に、市のほうで採用するの

か、任命責任はだれかというのと。それか

ら、今後、こういった人を採用するときに

は、そういう人を優先的に採用していく考え

があるのかどうか。二つですね。

もう一つは、先ほど明快に答えていただき

ましたが、教育問題の三中の連携の話です

が、９年間通してこれをやっていくという話

が余り出てこないのですね。

ぐわっとした話ですけれども、アイデアと

しては、９年間通して、小さいときからやっ

ていくのだというこれが明快になってくる

と、三沢市内からも、何としてもうちの子を

三中の連携教育に入れたい、小学校から入れ

たいのだという人がふえると、きのうの市長

の答弁ではないですけれども、三沢市が４万

２,０００人になるかもしれない。そういう

人をどんどんふやしていく。

やっぱりこれからは、学校の特徴がないと

人が入ってこないのですよ。現に、小さい学

校のほうが強いものもいっぱいありますか

ら。今、三川目小学校の野球チームが一番今

は強くなっています。

そういう意味で、まとまりというのがすご

く大事なので、小中９年間を通してやってい

くことは何かという質問に対して、まだ決め

ていないというなら、決めていなくてもいい

ですけれども、これから決めていくというの

でもいいし、地域の人が非常に協力的な人ば

かりですから、何とか全国レベル。私、県レ

ベルではだめだと思うのです。全国レベルで

やっていけるものを今から準備していくとい

う考え方がないとだめだと思いますので、そ

の辺の考え方を述べていただきたいと思いま

す。

以上、再質問は三つです。よろしくお願い

します。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 職員の採用問

題に関する再質問にお答えいたします。

まず、学校用務員というか、非常勤の作業

員の方たちの任命権者はということであれ

ば、教育委員会でございます。

ただし、先ほどの教育部長のほうからの答

弁もありましたけれども、秋に採用依頼を受

けまして、試験は市の総務部のほうで一括で

行っております。
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学校用務員の作業員の採用につきまして

は、学校のほうの管理職の方も、教育総務課

長だとかも試験員となって面接試験を行って

おります。

その採用試験の結果をもとに、教育委員会

のほうに通知をいたしまして、教育委員会の

ほうで発令をしているというのが正しいとこ

ろでございます。

それから、自衛隊ＯＢの方を学校の用務

員、作業員として採用する考え、今後の考え

ということですけれども、臨時的任用職員の

採用につきましては、自衛隊のＯＢだとか、

そういうことにとらわれずに、広く公募して

おります。実際のところ、自衛隊のＯＢの方

も受験されておりまして、今年度であれば、

市全体で１１名の方が臨時的任用職員で採用

されております。うち２名は学校のほうに勤

務いただいております。

そういうことでございますので、自衛隊の

ＯＢの方という限定は特には考えてございま

せんけれども、今後とも広く公募して、欠員

が生じたとき、教育委員会のほうから依頼が

あったときということでございますけれど

も、そういうふうな形で進めてまいりたいと

考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） ９年間を通しての

教育課題ということでお答えいたします。

これについては、教育課程の中で、小学校

は６年、中学校は３年、併設型ですと、９年

一緒に考えるのですが、おおぞら小学校、三

中の形は連携型ですので、それぞれの学校で

考えております。

つまり、小学校は小学校、中学校は中学校

で考えていますが、先ほどの連携協議会の中

に教育課程委員会というのがございまして、

その中で、四つの事項について連携をとるこ

とにしています。

一つは、特別活動の時間を一緒にやろう。

それから、総合的な学習時間を一緒にやりま

しょう。この中にはゆめ実現等も入っており

ます。

それから、学校行事、運動会等も一緒にや

りましょう。それから、民俗芸能等の合同練

習等も、学校行事に関するものは一緒に地域

の方から継承を受けましょう。これも入って

おります。

そして、一番大事なところになりますけれ

ども、４点目は、授業の乗り入れです。詳し

く言えば、小学校の高学年、５年生、６年

生、それから中学校の低学年、１年生に、先

ほど答弁でもお話ししたように、滑らかな移

行ということで、英語のみならず必要な科

目、または個に応じて不得意な科目があった

場合は、小学校の先生が中学校に行って再教

育、リカレント教育といいますけれども、そ

れを行う。そういうふうなシステムも学校の

中で、中学校の教育課程、小学校の教育課程

の中ですり合わせをして、そして合同で一緒

にやるシステムを今検討しております。かな

り進んでいる現状でございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、９番野坂篤

司議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、基地問題について伺い

ます。

基地問題の１点目、Ｆ－１６戦闘機墜落事

故における当市の対応について、特に事故対

応における連絡体制の不備、今後の改善策に

ついてでありますが、昨日の西村議員の質問

と私の質問がかぶっておりまして、答弁の内

容が重複されますことから、基地問題の１点

目の質問は割愛させていただき、再質問にお

いて、基地問題の全般について当市の考えを

伺いたいと思いますので、御容赦をよろしく

お願いします。

それでは、基地問題の２点目ですが、米海

軍の最新鋭電子攻撃機ＥＡ１８Ｇグラウラー
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の三沢基地への一時配備と、同機によるパン

ク事故に対する当市の対応について伺いま

す。

米海軍の最新鋭電子攻撃機ＥＡ１８Ｇグラ

ウラーが、米軍三沢基地に７月１４日から６

カ月間の一時配備となっています。

米軍三沢航空施設司令部によりますと、現

在、三沢基地に配備されているのは、第１３

２電子攻撃飛行隊のグラウラー５機と、パイ

ロットを含む総勢２００名で、米ワシントン

州のホイッドビー・アイランド基地から派遣

されています。

グラウラーは、最新の電子戦機器を装備

し、敵のレーダー施設の探査、識別、妨害な

ど、敵防空網の破壊を主な任務にしていま

す。

日本国内では、ことし３月、米軍厚木基地

に原子力空母ジョージ・ワシントンの艦載機

として６機が配備されています。

米海軍は、今回の三沢配備の目的を米第７

艦隊の支援としており、中国や北朝鮮をにら

んだ東アジアでの軍事態勢強化の一環である

と見られています。

さて、そのグラウラーですが、三沢基地に

は７月１４日から一時配備とのことでした

が、当市への報告が７月１０日にあったとい

うことです。実に配備される４日前に連絡と

いうのは、余りにも情報提供が遅いのではな

いでしょうか。それでは、三沢市民に対し、

グラウラーが配備された場合の三沢市に及ぼ

す影響の調査、検証、その説明もできないで

はありませんか。

現に、配備後、８月２０日はパンク事故を

起こし、三沢空港発の民間機におくれを生じ

させています。一時配備の外来機であろう

が、許されることではありません。

このような状況に対し、三沢市として、外

来機による墜落事故、騒音被害、米海軍の兵

隊等による事件・事故の防止対策を強い姿勢

で臨むべきと思いますが、当市としてどのよ

うな対応をされたのか、伺いたいと思いま

す。

次に、基地問題の３点目、米海兵隊の垂直

離着陸機ＭＶ２２オスプレー配備、低空飛行

訓練に対する当市の対応について伺います。

現在、米軍岩国基地に陸揚げが強行された

垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレーのニュース

が、連日、新聞、テレビで報道されていま

す。

当初、海兵隊所属普天間基地配備のみの問

題だと思われていました。しかし、米軍が明

らかにした環境審査報告書、いわゆる環境レ

ビューでは、航空経路と称して、全国各地で

低空飛行訓練を行うことが明らかにされまし

た。

白神山地から八甲田方面にかけてと推測さ

れるピンクルート、岩手県から十和田湖方面

にかけてと推測されるグリーンルートの二つ

のルートは、青森県にかかわっております。

私どもの塩川衆院議員が衆院総務委員会

で、米軍の報告書によりほかの米軍施設に飛

行することもあり得るとされ、三沢、横田、

厚木基地も含まれるのかと追及したところ、

防衛省の神風英男政務官は、そういう理解で

いいと認めました。三沢市にも飛来する可能

性があるということになります。

皆さんも報道で御存じのことと思います

が、オスプレーは大変墜落事故が多いと言わ

れています。ことし４月に、モロッコでの墜

落事故では、２名が死亡したのに続いて、最

近では、６月１４日にもアメリカ・フロリダ

州で墜落するなど、これまでに少なくとも３

６人が死亡しており、大変危険だとされてい

ます。

このような危険なオスプレー配備、低空飛

行訓練が強行されれば、世界一危険な普天間

基地を抱える宜野湾市民が墜落の恐怖に襲わ

れることはもちろん、三沢基地に飛来、使用

にもつながる可能性があります。

このようなオスプレー配備と、三沢基地使

用は、三沢市民の安全のため、絶対に容認す

ることはできません。

国に対し、オスプレー配備撤回と、飛行訓

練、低空飛行訓練の中止を強く要請すべきと
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思います。当市の見解を伺います。

次に、第２の質問、国民健康保険制度につ

いて伺います。

日本の医療制度では、サラリーマン、公務

員とその扶養家族は、健保、共済などの被用

者保険に加入し、７５歳以上の方と６５歳か

ら７４歳までの障害者は、後期高齢者医療制

度に加入させられます。

これらの制度に入らない自営業者、農林漁

業者、年金生活者、非正規労働者、無職の

方々は、主に市町村が運営する国民健康保険

制度に加入します。国民の３人に１人が加入

する日本最大の医療保険制度です。

日本が誇る国民皆保険制度を支える、国民

の命を守るための国の社会保障制度であると

いうことを強調したいと思います。

さかのぼってみますと、国保の前身は１９

３７年に創設された旧国保です。旧国保は、

相互共済、すなわち助け合いの原則で運営さ

れ、任意加入で国の補助はありませんでし

た。そのため、保険料が高額になる一方、給

付は不十分なもので、加入者もふえず、医療

保険としてまともに機能しないまま終戦を迎

えることになりました。

戦後、国土と経済が荒廃し、生活困窮者が

路上にあふれる中、国民から安心できる国保

を求める運動が起こり、国民の願いが政府を

動かし、国の責任のもと、国の負担、いわゆ

る国庫負担が法定化され、１９６１年、新国

保のスタートに至ったということです。

これによって、国保が相互扶助の仕組みか

ら、憲法２５条における、すべての国民は健

康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有

するとあるように、国保は国の責任のもと、

国民の命を守る社会保障の制度へと転換され

ました。

要するに、国保とは、自己責任でも、受益

者負担による助け合いの制度でもなく、公的

機関の責任によって、国民の命を守るために

つくられた社会保障制度だということを再認

識する必要があると思います。

しかしながら、１９８０年代から国保の改

悪が進み、国の負担、いわゆる国庫負担がど

んどん減らされ、保険料の負担と医療機関で

の窓口負担が高くなり、さらには、１９８６

年の法改定によって、資格証明書が導入され

ました。これによって、保険料を１年以上滞

納した世帯から保険証を取り上げ、かわりに

資格証明書を発行して、医療費の全額を支払

わせるという制裁を科せられるようになりま

した。

保険制度は、住民への医療保障という制度

の根本から外れ、今や負担できない人には受

益はないという無慈悲な制度に変わってしま

いました。命を守るどころか、給付を受けれ

ば負担増にはね返る、負担増が嫌なら給付を

抑制するしかない、このような保険原理を徹

底的に国民に植えつけようとしています。こ

れは、国民皆保険の理念から逸脱していると

思います。

今や国の国庫負担削減と、雇用破壊による

非正規や失業者の国保への流入により、全国

的に国保世帯の貧困化が進み、国保は財政難

の悪循環に陥り、保険料を払えない人や医療

を受けられない人をふやしています。

そこで、伺います。当市における国保世帯

の実態はどのようになっているのか。国保税

の滞納世帯数、短期保険証交付世帯数、資格

証明書交付世帯数の状況と、その対応につい

て伺います。

次に、国保問題の２点目ですが、全国的

に、無慈悲な保険証の取り上げが問題になっ

ています。保険証の取り上げによって、病院

へ行きにくくなり、重症化につながっていま

す。

当市としても、資格証明書の発行はせず、

払える余裕はあるのに払わない悪質なケース

に対しても、話し合って理解していただくよ

う親身な対応の収納活動に転換してはどうで

しょうか。当市の見解を伺います。

次に、国保問題の３点目ですが、国保法第

４４条に基づく医療費一部負担金、いわゆる

窓口負担の減免制度について伺います。

私たちが医療機関を利用する際、６５歳以
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上を除けば、窓口負担が３割になっていま

す。高い保険税を納めながらも、病院にかか

れば、さらに治療代、薬代がかかりますし、

検査をすれば、さらに負担が重くなります。

このようなことから、病院に行くことを我

慢し、それによって重症化し、全体的に医療

費の増額にもつながっていると言われていま

す。

そうした中で、弘前市では、ことし７月１

日から医療費の一部負担金の減免を実施して

います。生活苦から病院への受診控えをし、

重症化につながることが多いことから、その

対策として、当市においても、この窓口負担

減免制度を取り入れるべきと思いますが、当

市の見解を伺います。

次に、第３の質問に移ります。

最後の質問になりますが、省エネランプ等

の普及促進対策について伺います。

昨年の３月１１日に起こりました東日本大

震災による福島第一原発事故により、我が国

のエネルギー政策は大きな転換期に差しか

かっています。

政府が行ったエネルギー政策をめぐる国民

的議論でも、パブリックコメントでも、原発

ゼロ、徐々に原発を減らすが７割、８割を占

めているということです。

そうした中で、再生可能エネルギー推進の

動きも大きくなっています。そして、この７

月１日から再生可能エネルギーの固定価格買

い取り制度が開始されました。

この再エネ買い取り制度は、太陽光や風力

等の再生可能エネルギーによって発電された

余剰電気を電力会社等が買い取ることになり

ました。しかし、その買い取りにかかる費用

は、再生可能エネルギー発電促進付加金とし

て、電気を使う使用者に負担してもらう仕組

みになっています。要するに、電力会社等が

再生可能エネルギーを買い取るかわりに、電

気料金にその分を上乗せできることになった

ということです。

太陽光パネルを設置し、余った電力を売電

できる方々にとっては利益はありますが、設

置していない家庭等にとっては、再生可能エ

ネルギーの普及に伴い、電気料金が値上げさ

れることになり、負担が大きくなることにな

ります。

そこで、省エネ家電等で電気料金を抑える

方法で努力している個人事業者がいるとお話

を伺いました。

省エネランプには、ＬＥＤ電球など、電気

使用量を約４割から８割削減できると言われ

ています。

また、経済産業省が進める省エネランプ等

の一層の普及促進対策によって、２０１２年

度を目途に、一般的な白熱電球の製造、出荷

を行わないことになっています。

そこで、省エネランプ普及促進によって、

家庭や個人事業者等に省エネランプの一括購

入を推進し、浮いた電気料金で返済できるよ

うな仕組みを創設してはどうでしょうか。三

沢市が金融機関と組んで、融資を無利子で行

い、資金の融資をしてはどうでしょうか。

加えて、市内電気店、いわゆるまちの電気

屋さんを活用し、三沢市にお金が落ちるよう

に、地元の地域活性化につなげてはどうで

しょうか。地球温暖化対策からも、省エネ、

再生可能エネルギー推進、地域経済活性化か

ら勘案しても有益だと思いますが、当市とし

て検討してはいかがでしょうか、当市の見解

を伺います。

以上をもちまして、檀上からの一般質問を

終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの４番奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

さん御質問の米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２

２オスプレーについての見解については私か

ら、その他につきましては担当部長からお答

えをさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

ＭＶ２２オスプレーについて、三沢市とし

て、沖縄への配備反対を表明する考えはない



― 72 ―

かとのお尋ねでありますが、御承知のとお

り、ＭＶ２２オスプレーにつきましては、現

在、沖縄の普天間飛行場に配備されている米

海兵隊のＣＨ４６ヘリコプターの老朽化に伴

い、代替機として配備、運用に向け、日米間

で協議が進められております。

これまでの同機の事故率等から、安全性に

対する疑問を持つ関係自治体が、その配備、

運用に懸念を抱いていることは、報道等を通

じまして、十分承知をいたしております。

しかしながら、沖縄への配備につきまして

は、基本的には、我が国の安全保障上の問題

であり、米国政府と日本国政府が緊密に調整

している段階であり、一地方自治体の長とし

て、その配備について賛成、反対を唱えるの

はいかがかと考えておりますので、答弁は差

し控えさせていただきたいと思います。

また、配備後の低空飛行訓練等で三沢基地

を使用することになった場合、市民の生活、

安全・安心を守るという観点から、ＭＶ２２

オスプレーの三沢基地使用に反対すべきでは

ないかとのお尋ねでありますが、三沢防衛事

務所に確認をしたところ、現時点で、このよ

うな低空飛行訓練について、詳しい情報はな

いとのことでありました。

このように、ＭＶ２２オスプレーをめぐる

動向につきましては、極めて不透明な状況で

ありまして、仮定に基づく質問に言及するの

は適切ではないと考えますので、こちらにつ

きましては、答弁は差し控えたいと思いま

す。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 基地問題

のＥＡ１８Ｇグラウラーに関する御質問にお

答え申し上げます。

国からの連絡につきましては、７月１０日

午前、三沢防衛事務所長が市長に対し、外務

省から得た情報として、米海軍はＥＡ１８Ｇ

グラウラー５機を７月１４日ごろより６カ月

の期間、三沢基地に一時展開することになっ

たとの説明があったところでございます。

説明によりますと、ＥＡ１８Ｇグラウラー

は、電子戦機と呼ばれ、攻撃機とともに飛行

し、敵が攻撃機に対して発するレーダーを打

ち消す妨害電波を発することにより、敵の

レーダーを無効化する航空機であります。

三沢基地に一時展開する目的については、

軍の運用にかかわることでありますので、知

らされていないとのことですが、これにかか

わる人員はおよそ２００名で、短期間である

ことから、隊員はすべて単身で来る上に、全

員が基地内に居住するとのことでありまし

た。

訓練の実施等については、５機のうち１機

は予備機となり、４機が国内及び国外拠点基

地へ向けて飛行すると言われており、三沢基

地においても飛行訓練をすることが考えられ

ますが、それは日本海側の訓練空域で行うも

ので、ＮＬＰのような訓練は行われず、静粛

時間帯等も遵守することを表明しているとの

ことでございました。

また、同日の午後には、外務省日米地位協

定室からも同様の連絡を受けております。

このように、今回の一時展開について、国

からは説明をいただきましたが、外務省や防

衛省は、展開の期間や訓練の内容等から運用

の一部であるとの判断をし、この時期の報告

になったのではないかと思料されます。

当市といたしましては、三沢市民に大きく

影響を及ぼすような新たな運用や訓練であれ

ば、直ちに米軍及び国に対して申し入れを行

うとともに、関係機関への連絡を行う必要が

あることから、速やかな情報提供を求めたい

と考えております。

次に、パンク事故についてお答え申し上げ

ます。

ＥＡ１８Ｇグラウラーのトラブルにつきま

しては、去る８月２１日、三沢防衛事務所か

ら、８月２０日１９時１４分ごろ、ＥＡ１８

Ｇグラウラー３機が訓練のため離陸する際、

うち１機のパイロットが機体の異音に気づ

き、マニュアルに従い、緊急停止措置を行っ

た。フルパワー状態からの緊急停止のため、
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ブレーキが高温状態となり、安全装置が働

き、自動的にタイヤの空気を抜く装置が作動

し、滑走路上に停止した。当該機を移動させ

るためには、左後輪のタイヤ交換が必要であ

りましたが、高温のため速やかにタイヤの交

換ができなかったものであり、このため、し

ばらくの間、滑走路を閉鎖しなければならな

かった。

なお、ＥＡ１８Ｇに異音が発生したことに

ついては、現在、調査中であり、また、離陸

した僚機２機は、滑走路閉鎖解除後、他の飛

行場にダイバートすることなく、２１時２４

分、三沢飛行場に着陸した。

以上の詳細な連絡を受けたところでござい

ます。

このことを受け、市では直ちに第３５戦闘

航空団司令官兼三沢基地司令官、米海軍三沢

航空基地司令及び東北防衛局長に対し、ＥＡ

１８Ｇ電子戦機の整備・点検に万全を期すよ

う要請したところでございます。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） 国民健康保険制

度についてお答えをいたします。

国民健康保険制度は、職場の健康保険、後

期高齢者医療制度や生活保護を受けている人

を除くすべての人が加入する制度であり、国

保の被保険者に納めていただく保険税と、国

などの交付金を財源として、国保に加入して

いる方が病気やけがで医療を受けた際の医療

費を給付するという相互扶助の精神に支えら

れて運営されております。

御質問の第１点目、滞納世帯数、短期保険

証交付世帯数、資格証明書交付世帯数と、そ

の対応についてでありますが、平成２４年６

月１日現在、国民健康保険税の滞納世帯数は

２,２００世帯、１カ月間有効の短期保険証

交付世帯数は６４７世帯、６カ月間有効の短

期保険証交付世帯数は２９７世帯、資格証明

書交付世帯数は９５世帯となってございま

す。

その対応についてでありますが、１年間以

上の滞納世帯には、国からの通達に基づき、

保険証を返還していただき、分納納付相談に

応じた世帯につきましては、１カ月間あるい

は６カ月間有効の短期保険証を交付しており

ます。

督促、催告並びに訪問による納付指導を

行っても一向に応じない滞納世帯につきまし

ては、医療費の全額を一時的に負担すること

になる資格証明書を交付しております。

御質問の２点目、保険証の取り上げ、保険

税の収納活動についてでありますが、保険証

の返還につきましては、国の通達に基づくも

のであり、１年間の滞納によって、直ちに資

格証明書を交付するというものではなく、ま

ず、電話催告及び文書による通告、さらに

は、訪問による納付指導等を行っても何ら連

絡がなく、納付相談や分納誓約書を行わない

世帯について、やむなく税負担の公平性を図

り、納税意識の喚起を促すため、資格証明書

を交付することとしております。

なお、資格証明書の交付世帯においても、

高校生以下の被保険者につきましては、６カ

月間の短期保険証を交付して、通常どおり２

割から３割の医療費負担で医療等の提供を受

けられるようにしております。

次に、保険税の収納活動について、親身に

対応する収納活動に転換すべきとのことであ

りますけれども、収納活動に当たっては、そ

の滞納世帯の生活実態等を調査し、その状況

によって納付相談を行うなど、きめ細やかに

対応しているところでございます。

質問の３点目、医療費一部負担金の減免に

ついてでありますが、現在、国民健康保険法

第４４条においては、保険者は、特別の理由

がある被保険者で、保険医療機関等に一部負

担金を支払うことが困難であると認められる

ものに対し、一部負担金の減額、免除の措置

をとることができる規定となってございま

す。

現在、当市では、東日本大震災により被災

された被保険者に対しましては、健康保険法

第７５条の２の規定により、一部負担金の免

除を実施しておりますけれども、国民健康保
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険法第４４条の規定による減免基準は定めて

おりません。

しかし、長引く不況や、国保の構造的な問

題である被保険者の年齢構成が高く、医療水

準が高い、また、所得水準が低いなどの状況

を踏まえ、今後、調査・研究をしてまいりた

いと考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 省エネランプ

等の普及促進対策についてお答えいたしま

す。

省エネランプ等の普及促進対策につきまし

ては、２００８年５月に、経済産業省から、

家庭等で使用される一般的な白熱電球の生産

出荷に関し、２０１２年をめどに、原則とし

て電球型蛍光ランプなど、省エネ性能のすぐ

れた製品への切りかえ実現を目指して、関係

各方面に呼びかけを行ったところでありま

す。

当該呼びかけを踏まえ、大手家電メーカー

では、２０１２年をめどに、ハロゲンランプ

などの代替困難な電球を除き、白熱電球の製

造・出荷を行わないこととなる予定でありま

す。

また、本年７月に再生可能エネルギーの買

い取り価格が発表され、電力会社が当該電力

の買い取りに必要な資金につきましては、再

生可能エネルギー発電促進付加金として、電

気の使用量に応じて電気料金に加算されるこ

とになりました。

御質問の電気料金の負担を軽減するための

方策として、一般家庭や個人事業者等に対す

る省エネランプ等の購入に際して、融資制度

を創設し、加えて、市内電気店を活用し、経

済活性化につなげてはどうかとのことであり

ますが、個人事業者や企業に対する融資制度

といたしましては、三沢市簡易小口資金特別

保証融資制度と、三沢市中小企業活性化資金

特別保証融資制度があります。

簡易小口融資につきましては、融資額が１

事業者につき１,２５０万円以内、年利２.５

％以内となっております。

中小企業活性化に融資につきましては、融

資額が１事業者につき２,０００万円以内、

年利３.６％以内となっております。

したがいまして、事業者等につきまして

は、これらの融資制度を活用し、省エネラン

プ等の購入や設置に係る工事等に充てること

ができるものであります。

また、一般家庭に対しましては、融資制度

ではありませんが、省エネランプ等設置の

際、工事が必要な場合の補助といたしまし

て、住宅新築リフォーム事業を活用すること

ができます。

新たな融資制度や助成制度の創設につきま

しては、今後、国の再生可能エネルギー推進

施策の動向や電気料金の推移を見きわめ、市

民ニーズの把握や、他自治体の先進事例等を

調査・研究するとともに、市内経済活性化方

策も含め、三沢市新エネルギー推進協議会に

おいて検討する予定としております。

いずれにいたしましても、電力供給不足が

問題となっている中にあることから、新エネ

ルギー導入を推進していくとともに、節電効

果を高めるための省エネルギー推進について

も、並行して取り組むべき課題であると考え

ており、機を逃さないよう、総合的かつ効果

的に取り組みを進めてまいりたいと考えてお

ります。

○議長（舩見亮悦君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、３点再

質問させていただきます。

まず、基地問題なのですけれども、今、Ｍ

Ｖオスプレーの問題等の答弁、そして、Ｆ－

１６戦闘機墜落事故の三沢市の一連の対応と

いうのは、本当に私は、まさに今の日本を象

徴している、信頼関係ではなく、従属関係の

きずなを深めているような、まさにアメリカ

従属の体制であることを象徴しているかのよ

うな答弁であり、対応だったというふうに感

じております。

なぜかといいますと、事故の原因究明も明

らかになっていない中で、Ｆ－１６墜落です
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が、わずか８日後に飛行訓練を再開させまし

た。

Ｆ－１６は、日ごろから傍若無人に低空飛

行訓練を行っております。秋田や黒石の上空

でも低空飛行を目撃されておりますし、昨年

では、被災地の陸前高田の小学校の上空を低

空飛行していることが目撃されております。

生徒が爆音で大変驚いたと、被災地の大変

困っているところの学校の上空を飛んだとい

うようなことで、大変怒っておられました。

そしてまた、さらに飛行訓練再開後に、す

ぐデモフライトを行っています。このデモフ

ライトは、再三、三沢市等でも、しないよう

に中止を求めて要請していることですが、そ

れも無視して、事故後、たった８日です。そ

の後に、大胆にもこのように好き勝手にやっ

ているわけです。普通の常識ではちょっと考

えられないですよね。

このような危険な飛行訓練を再開させたと

いうことは、私は、三沢市民の安全を守れな

いということから、もっと厳しい対応が必要

ではなかったのかなというふうに感じており

ます。

そして、再質問はＥＡ１８Ｇグラウラーの

ことですけれども、これは外来機なのです

が、先ほど外務省、防衛省のほうから、一時

運用ということで、基地強化にはつながらな

いという観点だったと思うのですが、それで

連絡が、配備されるたった４日前です。

これは、やはり三沢市民にとって、私はた

かだか４機の訓練かもしれませんが、２００

人、基地内に居住されるということですけれ

ども、この方たちは基地外には出ないので

しょうか、そういうことは考えられないわけ

です。

それで、最近の１カ月間、これは海軍です

よね。神奈川県で、海軍の兵隊によって、事

件・事故というのが、たった１カ月間の間に

４件立て続けに起こっています。神奈川県の

中で、酒に酔った海軍の米兵によって、女性

暴行事件、タクシーのボンネットを破損させ

る器物破損事件、日本人男性２名に暴行な

ど、このような内容の４件が立て続けに起

こっているのですね。

やはり三沢市民にとって全く影響はないと

いうようなことはあり得ません。ですから、

私は、今後、防衛省、外務省に対しても、こ

れは毅然として、三沢市に配備される何で

も、外来機でも、きちんと報告してください

と強く要請するべきだと思います。そのこと

について、当市の対応。

そして、事件・事故の防止対策、実効性の

ある防止対策、このことについてどのように

考えられているのかを再質問させていただき

たいと思います。

次に、国保問題の再質問になります。

私は、国保会計は大変財政が厳しいという

ことはわかっているのですけれども、ある資

料を見まして、２市６町１村の上十三地域の

自治体のうち、国保加入世帯が一番少ないの

が三沢市なのです。これは平成２３年５月の

数値なのですけれども。ところが、滞納世帯

が一番多いのが三沢市なのですね。少ないの

は、おいらせ町。短期保険証の発行数も、一

番多いのは三沢市なのです。資格証明書も三

沢市が多いのです。資格証明書は、今、横浜

町では出さないようにしているそうです。

私は、この数値を見て、三沢の状況がどう

なっているのかなというような思いで質問を

させていただきました。

そして、やはり窓口負担が大変だというこ

とで、病院に行くのを控えているという方の

声も聞きました。

そこで、思うのですけれども、国保財政を

考えたときに、確かに病院に通う人がふえれ

ば、医療費はどんどんふえ続けていきます。

だけれども、実は医療費の増大の要因とい

うのは、病気の重症化だと言われています。

医学や医療機器の進歩によって、重症患者の

治療費がかかることによって、医療費の増大

というのがどんどんふえているというふうに

なっています。

それを食いとめるためには、病院に行かせ

ないようにするのではなくて、やっぱり予防
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医学の推進、それから日ごろの成人病予防、

健康促進というのが大事なのだと思うので

す。

医療費を抑えるために、そういう施策を通

して頑張って、そして、病気になったら、お

金の心配をしないで病院に通えるように、こ

れがやはり国民皆保険、国民の命を守るため

の制度であると私は思っております。

それで、職員の方は、大変優秀な方が取り

立てのところにいらっしゃいます。払わない

人たちのところに行っては、大変苦労されて

いる。そういうエネルギーとお金を使うより

も、私は、医療費の増大を食いとめるため

に、保健師、看護師さんの対策や、それから

そういう予防の施策ですか、優秀な方をそち

らのほうに回したほうが私はずっといいので

はないかというふうに思っています。

保険料なのですけれども、窓口負担をふや

しても解決できない問題だと思っておりま

す。

私どもの大門参議院議員の話なのですけれ

ども、大門さんが組合の国保の事務の仕事を

していたときに、窓口の負担をなくそうと、

ぐあいが悪い人は病院に行ってもらおうとい

うことをやったそうです。そのときに周りか

ら、これ以上医療費がどんどんふえて、保険

料が上がったらどうするのだという声もあっ

たけれども、やってみたと。そうしました

ら、さほど医療費が全体的に変わらなかっ

た。かえって病気の重症化を防ぐことができ

た。ですから、窓口負担を軽くしても、私は

そんなに医療費に影響が出るとは思っており

ません。

ですから、先ほど検証されるということで

したけれども、今、窓口負担の減免というの

は、青森市、弘前――弘前は７月にやりまし

た。八戸、黒石、十和田、むつ市がもう既に

やっております。ぜひとも三沢市も早急に取

り組むべきと思いますけれども、その辺につ

いての答弁をお願いいたします。

次に、３点目なのですけれども、省エネラ

ンプ普及に対する再質問ですけれども、企業

には融資制度があるということで、それを活

用していただければいいということなのです

が、私は、個人事業者の方で一括で、ランプ

を変えるだけではなくて、ＬＥＤに変える

と、全部、器具や配線の工事等、かなり大が

かりなのだそうです。かなり金額になった

と。それで、融資を受けて交換したのだけれ

ども、本当に電気代が全然違うのだというよ

うなお話を伺いました。

それを皆さんにも、ぜひ普及したらいいの

ではないかというような声もいただいて、こ

れを提案させていただいているのですけれど

も、この融資制度を活用できるのであれば、

そのことも周知徹底するべきではないかなと

いうふうに感じておりますので、その辺につ

いて。

それから、家庭なのですけれども、家庭向

けにリフォーム助成事業を使えるのではない

かということなのですが、やはり家庭も全部

器具の交換をしなければならないところがあ

ります。トイレとかはランプだけでいいので

すけれども、それもやはり大がかりで、お金

もかかるのですが、やはりリフォーム助成事

業というのは５０万円以上なのですね。

ですから、それ以下であればリフォーム助

成事業を受けられないので、工事代金１０万

円とか２０万円とかというように条件を緩和

して活用していただいたらどうかというよう

なことをお聞きします。

以上、再質問の答弁をお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） ＥＡ１８

Ｇグラウラーに関する再質問２点にお答え申

し上げます。

まず、１点目でございますが、速やかに情

報の開示がなされるよう要請すべきではない

かということでございますが、関係機関等に

対し、もう少し情報を早くいただきたいと申

し入れたいと考えております。

次に、実効性のある治安対策でございます

が、このことについては、米海軍三沢航空基
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地司令ロードマン大佐と、三沢防衛事務所の

ほうに確認を行っております。それによりま

すと、隊員はすべて基地内に居住すると。外

に出るかどうかはわかりません。ただ、基地

の外に出ても、車の運転はさせないというこ

とでございます。

隊員の教育ですが、米海軍三沢航空基地司

令及び副司令、法務官、先任伍長などによる

教育を既に行ったという報告を受けておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） 国保に対する再

質問にお答えをいたします。

医療費を抑制するため、三沢市としては、

まず、医療費の問題ですけれども、健康推進

課と連携をとって、特定健康診断の推進を進

めているということで、いろいろな面で医療

費抑制といいますか、未然に、重い病気にな

らないようにということで進めています。

それと、減免、免除についての調査・研究

につきましては、やはりこれの実施に当たり

ましては、財源の確保というのが非常に大事

になってきます。国のほうからは、事業費の

２分の１は交付されるというふうに考えてい

ますけれども、残りの財源をいかに確保する

かという問題と、それから施行体制の構築と

いうことで、医療機関等が絡んできますの

で、一部負担減免、免除された場合の医療費

の流れがどうなるかということを医療機関等

と協議をして、それらを構築していく問題が

あります。医療機関の協力がなければできな

い事業ですので、先進事例を研究して、早い

時期に何とかその辺を構築していきたいとい

う気持ちであります。どうぞ御理解いただき

たいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 省エネランプ

についての再質問についてお答えいたしま

す。

まず、住宅リフォームの事業の活用につい

て、もちろん今後も周知徹底を図っていきた

いと思いますけれども、現在の５０万円以上

という工事費の関係の緩和のお話ですけれど

も、この住宅リフォーム事業自体は、三沢市

の建築組合のほうを通す形で、地元の経済の

活性化ということでやっているわけですけれ

ども、例えば現在の５０万円以上というもの

を、金額を低くして２０万円以上とかといっ

た場合の組合との事務的な問題とか、さまざ

まありますので、その辺も踏まえて検討して

いきたいとは考えてございます。

あと、一般家庭向けの融資制度云々でござ

いますけれども、ＬＥＤの購入の場合であっ

たとしても、ただ電球の交換だけではなく

て、省エネランプのＬＥＤ蛍光灯の場合であ

れば、電気工事士による工事、そういう施工

が必要なものもあるというふうに聞いてござ

います。

実際、他自治体の例を少し調べてみても、

ランプについての融資制度云々というのは、

上限が２万円とか５万円とかという形で、自

治体によっては制度的につくっているところ

もございますけれども、三沢市の場合、融資

が必要かどうか、市民ニーズについて、まだ

不明なところがありますので、その辺も調査

しながら、今後、検討してまいりたいと考え

てございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） それでは最後に、

再々質問を１点だけさせていただきたいと思

います。

まず、やはり基地問題なのですけれども、

これまでの一連のＦ－１６戦闘機墜落、そし

て、グラウラーの件、ＭＶ２２オスプレーな

のですが、やはり今後、私は、これまでの事

故の原因究明、対応等を見ましても、どうし

てもやっぱり従属関係だなというふうに、ど

うしても感じてしまいます。

私ども日本共産党は、別にアメリカを敵対

視して、アメリカに対してどうのこうのと

言っているわけではございません。（「本当

か」と呼ぶ者あり）本当です。
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私たちは、中国であろうが、韓国であろう

が、アメリカであろうが、友好関係を結ぶと

いう考え方のもとに、ただし、やはり何でも

従属、何でも市民の、住民の、住民が嫌だと

言っていて、それを無理くり押しつけるやり

方というのは、対等な関係ではないわけなの

ですよ。

アメリカ本土の中では、そういう住民の意

見というのをすごく重要視して、やめている

というケースもたくさんあるのですね。です

から、アメリカ本土で禁止されていること

が、日本では本当に好きなようにやっている

というのが、今のアメリカなのです。

ですから、そこには毅然として、市民の命

を守るために毅然とした態度で、今後、事故

が全く起きないとは言い切れませんので、そ

れに対しての市長の強い対応、思いをここで

最後にお聞きして、私の再々質問を終わりま

す。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

私は、別に弱いとか強いとかを感じたこと

はなく、いつも毅然とした態度で臨んでおり

ます。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、４番奥本菜

保巳議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 認定第 １号から

日程第３７ 議案第９２号まで

○議長（舩見亮悦君） 次に、日程第２ 認

定第１号から日程第３７ 議案第９２号まで

を一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第３８ 議案質疑

○議長（舩見亮悦君） 日程第３８ ただい

ま一括議題といたしました全議案に対し、議

案質疑を行いますが、通告がありませんの

で、議案質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第３９ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（舩見亮悦君） 日程第３９ 特別委

員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審議に当たりましては、１６名をもって構成

する決算審査特別委員会、８名をもって構成

する予算審査特別委員会、同じく８名をもっ

て構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ

設置し、これに付託の上、慎重に行いたいと

思いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（舩見亮悦君） 御異議なしと認めま

す。

よって、決算審査特別委員会、定数１６

名、予算審査特別委員会、定数８名、条例等

審査特別委員会、定数８名をそれぞれ設置

し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

決算審査特別委員会には、認定第１号から

認定第１０号まで及び議案第９２号の１１件

を、予算審査特別委員会には、議案第６７号

から議案第７１号までの５件を、条例等審査

特別委員会には、議案第７２号から議案第９

１号までの２０件をそれぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第４０ 特別委員会委員の選

任

○議長（舩見亮悦君） 日程第４０ 特別委

員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、本日散会

後、委員長、副委員長をそれぞれ互選し、議

長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、決算審査特別委員

会を大会議室において、引き続き、予算審査
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特別委員会を大会議室、条例等審査特別委員

会を第２会議室において、それぞれ願いま

す。

─────────────────

○議長（舩見亮悦君） 以上で、本日の日程

は終了しました。

なお、明日から１２日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１３日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午後 ０時０６分 散会


